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「これまでの主な指摘」に関する機構としての意見①
１．廃止措置の体制・進め方について
【主な指摘】
• 廃止措置業務は、既存技術の組み合わせによる工程の立案とその実施が主であり、研究開発業務と基本的な性格が異なるのではないか。
• 廃止措置業務は、施設の条件が廃止措置の進捗に応じて変化することに対応する必要があり、通常の施設の運転等とは管理の在り方が
異なるのではないか。

• 長期にわたるため、中長期目標・計画期間（7年間）を超える長期的計画管理の枠組みを整備する必要があるのではないか。

• 廃止措置業務は、研究開発業務と基本的な性格が異なるとともに、通常の施設の
運転等とは管理の在り方が異なることから、廃止措置の本格化に向けた計画の進
捗を踏まえ、実施体制について必要な見直しを行っていく。

• 施設中長期計画にもとづき、当面の廃止措置（準備作業を含む）は、リスク低減及
び維持管理費削減効果の大きな施設として、大型施設である「もんじゅ」、高放射
性廃液を有する「東海再処理施設（ＴＲＰ）」等を優先する方針。

• 当面、「もんじゅ」については燃料取り出し、「ＴＲＰ」については、高放射性廃液のガ
ラス固化等を計画的に進め、本格的な廃止措置に備える。

• なお、高放射性廃液のガラス固化等を実施するために必要不可欠な技術開発（溶
融炉更新に必要な試験等）は、併せて進める。

• 廃止措置計画を策定した施設については、中長期目標・計画期間を超える全体計
画（もんじゅは約30年、ＴＲＰは約70年）を明らかにしており、長期の作業を計画的
に実施できる枠組み（中長期目標・計画期間を跨ぐ廃止措置契約を容易とする枠
組み等）を検討していく。
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【参考】 施設中長期計画 （平成29年４月）

三位一体の計画

保有する原子力施設の老朽化
（約5割が築年数40年以上）への対応
3.11震災以降見直された規制基準等への対応
廃止措置を含むバックエンド対策の実施

施設をスリム化した上で、安全
強化＋バックエンド対策の着
実な実施により、研究開発機
能の維持・発展を目指す

背景

三位一体の当面の計画（～平成40年）を具体化

今後、様々な要因（予算の状況等）を踏まえ、計画を更新

機構の原子力施設を選別
継続利用施設：４５施設
廃止施設 ：４４施設*
*新たに選別した廃止施設１２施設を含む。
原子炉施設では、新たに、高速増殖原型炉「もんじゅ」、
高速炉臨界実験装置（FCA）、材料試験炉（JMTR）を
廃止施設として選別。
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継続利用施設 廃止施設（廃止措置中及び計画中のものを含む）

原科研 核サ研 大洗研 その他 敦賀 原科研 核サ研 大洗研 その他

原子炉
施設

核
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料
使
用
施
設

政
令
41
条
該
当

政
令
41
条
非
該
当

再処理
施設

その他
(加工、

RI、廃棄
物管理
施設等

JRR-3

原子炉安全性研究炉
(NSRR）

定常臨界実験装置
(STACY)

高速炉臨界実
験装置(FCA)

ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ研究施設
(BECKY)

燃料試験施設(RFEF)

廃棄物安全試験施
設(WASTEF)

JRR-4

過渡臨界実験
装置(TRACY)

高温工学試験
研究炉(HTTR)

常陽 ふげん

JRR-2

青)関根施設軽水臨界実験
装置(TCA)

重水臨界実験装置
（DCA）

重水
精製
建屋

Pu燃料第一開発室(Pu-1)

Pu燃料第三開発室(Pu-3)

高ﾚﾍﾞﾙ放射性物質
研究施設(CPF)

U廃棄物処理施設
（焼却施設等） M棟

J棟

照射装置組立検査
施設（IRAF）

照射燃料集合体試
験施設(FMF)

照射材料試験施設
(MMF)

照射燃料試験施設
(AGF)

Pu研究1棟

B棟

Pu燃料第二
開発室(Pu-2)

燃料研究棟

人)濃縮工学
施設

人)廃棄物処理
施設

人)製錬転換
施設

第4研究棟

JRR-3実験利用棟

放射線標準施設

ﾀﾝﾃﾞﾑ加速器建家 ﾄﾘﾁｳﾑﾌﾟﾛｾｽ
研究棟(TPL)

応用試験棟

洗濯場

放射線保健室

安全管理棟

計測機器校正室

安全管理棟

放射線管理棟

環境監視棟

人)開発試験棟

人)解体物管理
施設
（旧製錬所）

青)大湊施設研
究棟

ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ技
術開発建家

核融合中性子源
施設（FNS）建家

保障措置技術開発試験室

U濃縮研究棟

A棟

燃料製造機器試験室

Na分析室

人)総合管理
棟・校正室

東濃)土岐地球
年代学研究所

FEL研究棟 地層処分放射化学研
究施設（QUALITY）

廃棄物管理施設

人)U濃縮
原型ﾌﾟﾗﾝﾄ

再処理特研

－継続利用施設、廃止施設【全原子力施設マップ】－

ホットラボ〈核燃料
物質保管部〉

：主要な研究開発施設

：小規模研究開発施設（維持管理費＜約0.5億円/年）
及び拠点運営のために必要な施設
（廃棄物管理、放射線管理等）

：新たに選別した廃止施設＊【参考】 施設の集約化・重点化計画

材料試験炉(ＪＭＴＲ)

ＪＭＴＲﾎｯﾄﾗﾎﾞ

放射性廃棄物処理場の一部
(汚染除去場、液体処理場、圧縮
処理装置)

ホットラボ〈解体部〉

ウラン濃縮施設
・廃水処理室,廃油保管庫
・第2U貯蔵庫
・L棟

：廃止計画中/廃止中の施設

リスク低減や今後廃止措置
に必要な施設等は当面利
用する。（ＴＶＦ、処理施設
（ＡＡＦ,Ｅ,Ｚ,Ｃ）、貯蔵施設、
等）

東海再処理施設

固体廃棄物前処理
施設（WDF）

Pu廃棄物処理開発施設
（PWTF）

放射性廃棄物処理場

：継続利用施設であるが、施設の一部を廃止する施設

第２Pu廃棄物貯蔵施設
（PWSF-2）

第2照射材料試験施
設(MMF-2)（RI使用施
設として活用）

第2照射材料試験施
設(MMF-2)（核燃部
分を廃止）

継続利用施設 廃止施設

＊ FCA、JMTR以外は、廃棄物処理や外部ニーズ対応等に活用後に廃止。 JMTRホットラボの機能の一部を燃料試験施設及びWASTEFに集約。MMF、
AGFの機能の一部をFMF、MMF‐2等に集約。 CPFはH33年度までにﾆｰｽﾞ動向等を確認し廃止時期と集約先を判断。 PWSFを廃止し、廃棄物貯
蔵機能をPWSF-2に集約。
「もんじゅ」は、「「もんじゅ」の取扱いに関する政府方針」（平成２８年１２月２１日原子力関係閣僚会議決定）に基づき、廃止。

高度環境分析研究棟

人）：人形峠環境技術センター、青）：青森研究開発センター、
東濃）東濃地科学センター

RI製造棟

核燃料倉庫原子炉特研

JRR-1残存施設

ﾘﾆｱｯｸ建家

大型非定常ﾙｰﾌﾟ実験棟

環境ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝ実験棟

第2研究棟

燃料溶融試験試
料保管室(NUSF)

もんじゅ

Pu廃棄物貯蔵施設
（PWSＦ）
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【参考】 施設中長期計画における廃止措置戦略

以下、施設中長期計画より抜粋

３．三位一体の計画
（３）バックエンド対策
①廃止措置の推進
【対応方針】

限られた経営資源を使ってリスク低減及び維持管理費削減を効果的に進めるため、以下の
方針で廃止措置を進める。

• 原則として、管理区域解除までを当面の目標とした廃止措置を可能な限り進める。 （「ふげ
ん」等の一部の施設については建家撤去までとする。）

• 廃止措置スケジュールは、以下を総合的に考慮して決める。
A) 施設リスク低減及び費用対効果を考慮し順位付け（第一優先は施設リスク）
・施設リスク ・・・・周辺環境に大きな影響を与える放射性物質保有量が大きな施設を優先

築年数が長い施設を優先
非固定性の汚染設備を有する施設を優先

・費用対効果・・・・ 維持費の削減効果が大きな施設を優先
B) その他の考慮事項
・拠点の廃棄物処理能力、保管能力上の制限
・保有核燃料物質の移管先の制限
・廃止措置予算の制限 等
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「これまでの主な指摘」に関する機構としての意見②

２．廃棄物処理、処分との連携の必要性

【主な指摘】

・廃止措置によって生じる放射性廃棄物の処理、管理、処分等の後続又は関連する作業と整合した事業管理を行う必要があるので
はないか。

• 廃止措置は、それによって生じる放射性廃棄物の処理、保管管理、処分等の
後続又は関連する作業と整合するよう、計画的に進める。また、廃止措置で
発生する廃棄物については、処分を見通した適切な処分前管理を行っていく。
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• Ｈ４０年度以降の計画の具体化に際しては、埋設処分計画の状況、中間処理
施設の整備状況、中間保管庫容量のひっ迫状況等を総合的に鑑み、整合の
とれた計画となるよう努める。

• 施設中長期計画では、施設毎のH40年度までの廃止措置計画を、発生する廃
棄物の処理、保管管理と整合したものとして具体化している。



「これまでの主な指摘」に関する機構としての意見③

３．廃止措置費用削減、外注先との関係

【主な指摘】
・廃止措置の早期の実施により費用総額の低減を図ることが可能ではないか。（維持管理費の削減）
・廃止措置業務における外注先企業と原子力機構との業務分担の在り方を見直す余地があるのではないか。（外注管理の枠組みの最適化）
・契約形態、予算の柔軟化（適切なインセンティブを付与する契約、ピークの分散化、等）

• 廃止措置を短期に終了させることにより、維持管理費の削減によるトータルコストの削
減が可能となる。ただし、限られた資源で当面の施設の安全対策を実施しつつ、廃止
措置を進める必要があるため、施設の集約化・重点化、施設の安全対策、バックエン
ド対策を三位一体で進めるための計画を策定している。（施設中長期計画）
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• 廃止措置業務における外注先企業と原子力機構との業務分担の在り方については、
核燃料物質等を扱う施設の安全管理責任等を考慮した上で最適化を図っていく。

• 長期に亘る廃止措置業務の期間短縮、費用削減のための契約の在り方等について
検討を行っているところである。

・『複数年契約』の実施（中長期目標期間を超える契約の検討を含む）

・廃止措置作業に対する『ＰＦＩ契約』の成立性の検討

・契約時にインセンティブを働かせることが可能な（業者からの技術提案（工法、工期等）と価格の
総合評価により決定する）『総合評価落札方式』の適用拡大 等



【参考】 総合評価落札方式の概略フロー

競争入札
（最低価格落札方式）

＋

技術審査
（技術点の採点）

入札・開札
（技術点＋価格点の高い者が落札）

入札公告

入札条件の審査

入札書類

入札・開札
（最安値の者が落札）

契約締結

競争入札
（総合評価落札方式）

入札公告

入札書類

入札条件の審査

技術提案書類
（工法、工期等の提案）

契約締結
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「これまでの主な指摘」に関する機構としての意見④

４．費用の透明性

【主な指摘】
・費用及び支出について高い透明性を確保する必要があるのではないか。
・廃止措置の見積り費用については、定期的に見直し、技術進歩や社会経済状況の変化を踏まえたものに改めていくことも必要ではないか。
・費用見積りの事後的な検証を行う必要があるのではないか。

• これらの費用については、公表後も実績データの収集等による評価の精度向上に
伴い適宜見直す予定である。
（炉規法上も、５年以内に実施方針を見直すように規定されている。）

• 廃止措置費用については、炉規法の改正（廃止措置実施方針の公表）への対応に
おいて、平成３１年１月までに公表する予定である。

・解体費用については、過去の機構の解体や廃棄物処理の実績を踏まえて開発した、簡易評価システム
（DECOST）または電力の引当金式を用いて算出
・処理費、処分費等においても、これまでの国内外の実績から単価を設定して算出

• なお、監査法人は、上記で算出した値を「資産除去債務」として計上することに合理
性が認め難いとしており、商業炉において省令を資産除去債務計上の根拠として
いることに倣い、何らかの法的指針が示されなければ、適切な整理が困難との見
解を示している。
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【参考】 廃止措置実施方針、解体費引当金取扱法令等

廃止措置実施方針記載項目 発電炉の解体引当金に関する法令等（例） 10


